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首都圏で約５１５万人、都内で約３５２万人
の帰宅困難者が発生（内閣府推計） 

３．１１当日の品川駅付近の道路 

３．１１当日の都庁の様子 

（約５，０００人の帰宅困難者を受入れ） 



首都圏では鉄道の多くが運行を停止、
道路は大渋滞 

輻輳により携帯電話がほとんど使えず、
安否確認ができなかった 

多くの帰宅困難者が発生  

社会の混乱 
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 災害発生から７２時間は、救命救助活動に専念 

 しかし、帰宅困難者が一斉に帰宅しようとすると 

 大渋滞により救急車などが到着できず、救命救助活動
の阻害に 

 帰宅困難者が二次災害に遭う危険 
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＜３．１１の教訓＞ 

大規模地震発生の際は、むやみに移動を開始
せず、職場や安全な場所に留まることが重要 



 「自宅が遠隔なため,帰宅をあきらめる人々や、
一旦徒歩で帰宅を開始したものの途中で帰
宅が困難となり、保護が必要になる人々 

（東京における直下地震の被害想定に関する調査報告書（東京都・1997）） 
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 一日の鉄道利用者数 約4,000万人 

 日常的な鉄道利用者  約950万人 

 定期利用者の約40％がＪＲを利用 

 通学・通勤の平均時間68分 
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中央防災会議 
「首都直下地震避難対策等専門調査会」資料（内閣府） 
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満員電車状態の道路に滞在する時間が3時間
を超える帰宅者の割合 

   （12:00発災・晴れ・橋梁通過可・火災あり） 

 

中央防災会議（H20.4.2） 
「首都直下地震避難対策等専門調査会」資料（内閣府） 

 23区出発者   約31％ 

都心3区出発者 約38％ 

丸の内から和光市（21㎞）の帰宅時間 

うち9時間は満員電車状態に滞在 

５時間 ⇒ 15時間 

http://3.bp.blogspot.com/-J-iQZTHfqkk/UZB6VOSs6aI/AAAAAAAASBc/vuDsd52Jois/s800/densya_manin.png
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東京湾北部地震（M7.3）における震度分布図 
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（M7.3）冬の午後6時・風速8m／秒 

人的 
被害 

 死者 

 揺れ 約 5600人 

 火災 約 4100人 

計 約 9700人 

 負傷者 

 揺れ 約 12万9900人 

 火災 約 1万7700人 

計 約 14万7600人 

（うち重傷者） (約 2万1900人) 

物的 
被害 

 建物 
 被害 

 揺れ 約 11万6200棟 

 火災 約 18万8100棟 

計 約 30万4300棟 

避難者の発生 約 339万人 

帰宅困難者 約 517万人 
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東京湾北部地震（M7.3）における焼失棟数分布（冬18時・風速8m/s） 

東京駅から10km 東京駅から20km 



首都直下地震帰宅困難者等対策協議会 

① 構成メンバー(３５団体) 

 

② 経緯 
平成２３年９月 協議会設立 

平成２４年９月 最終報告 

③ 後継組織の連絡調整会議で残った課題の
検討等   
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•内閣府及び関係省庁 
•東京都 
•首都圏自治体 

•経団連 
•東商 

•通信・鉄道・放送等
事業者団体等 



1. 一斉帰宅抑制  

2. 安否確認手段の周知  

3. 一時滞在施設の確保 

4. 帰宅支援 
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事業者の責務 

公の責務 

 施行 
平成２５年４月1日施行 

 主な内容 



① 従業員の３日分の備蓄 

 従業員の安全確保のため事業所内に留める
ために、３日分の水、食料毛布等の備蓄 

 都では、事業者に対して、来社中の顧客な
ど外部の帰宅困難者のために、１０％程
度の量を余分に備蓄するよう呼びかけて
います。 
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1. 一斉帰宅抑制 ＜事業者の責務＞ 



区分 備蓄量（一人あたり） 例 

水※ 
１日３リットル、計
９リットル 

 ペットボトル入り飲料水 

主食※ 

１日３食、計９食  アルファ化米 
 クラッカー 
 乾パン 
 カップ麺 

毛布 １枚  毛布やそれに類する保温シート 

その他 
品目 

物資ごとに必要
量を算定 

 簡易トイレ 
 衛生用品（トイレットペーパ等） 
 敷物（ビニールシート等） 
 携帯ラジオ 
 懐中電灯 
 乾電池 
 救急医療薬品類 
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② 施設の安全確保 

 従業員が事業所内に安全に待機できるよう 

 建物の耐震化 

 オフィス家具の転倒・落下・移動防止 

 ガラスの飛散防止 等 

万全な対策をお願いします。 
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1. 一斉帰宅抑制 ＜事業者の責務＞ 



③ 集客施設や駅における利用者保護・   
学校における学生等安全確保 

 利用者保護に関する計画策定と従業員へ
の周知 

 利用者の誘導などの手段 

 災害時要配慮者への対応 
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1. 一斉帰宅抑制 ＜事業者の責務＞ 



従業員と家族 
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2. 安否確認手段の周知 ＜事業者の責務＞  

事業者と従業員間 



安否情報の一括検索 
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2. 安否確認手段の周知 ＜事業者の責務＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○安否情報まとめて検索「J-anpi」（http://anpi.jp/top） 

「電話番号」または「氏名」を入力することで、各社の災害用伝言板および報道機関、企業・

団体が提供する安否情報を対象に一括で検索し、結果をまとめて確認することができます。 

 

 

 

 

災害用伝言サービス 



一時滞在施設とは・・・ 
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行き場のない帰宅困難者を原則3日間受け入る施設 

施設の安全を確認後、行き場のない帰宅困難者を受け入れ 

水、食料、ブランケットなどの支援物資を配布 

トイレやごみの処理などの施設の衛生管理を実施 

周辺地域や道路の被害状況、鉄道の運行状況などの情報収集
及び施設滞在者に対する情報提供を実施 

3. 一時滞在施設の確保 

▶都立施設２００か所、約7万人分の一時滞在施設を確保   

       一時滞在施設へのご協力をお願いします！ 
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行き場のない帰宅困難者（約９２万人）を受け入れる一時
滞在施設の整備を促進 

 帰宅困難者を受け入れる施設に対して備蓄費用を補助 

 防災備蓄倉庫への固定資産税等の減免 

 発災時の損害賠償責任が事業者に及ばない制度創設を
国に要求  

 一時滞在施設開設アドバイザーによる運営支援 

 首都直下地震帰宅困難者等対策連絡調整会議による
関係機関との協議の継続 

3. 一時滞在施設の確保 

都の支援策 

      

    

 

  

 

  



 もし帰宅困難者となったら・・・ 
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3. 一時滞在施設の確保 

 一時滞在施設は「共助」の取り組みです 

 施設の管理者の指示に従ってください 

 施設の運営に協力してください 



帰宅支援ｽﾃｰｼｮﾝの充実 
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4. 帰宅支援 

 都内に10,145店舗（35団体） 【平成26年１2月現在】 

災害時要配慮者の搬送 

 障害者や高齢者、妊婦の方等を対象に今後、搬送マニュ
アルを策定 

徒歩帰宅訓練の様子 

（平成２４年２月３日 帰宅困難者対策訓練） 

 サービス内容 

 水道水、トイレの提供 

 地図等による道路情報の提供 

 ラジオ等で知り得た通行可能な
道路情報の提供など 
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○帰宅困難者対策ハンドブック（都防災ＨＰよりダウンロードできます！） 
 http://www.bousai.metro.tokyo.jp/bousai/1000031/1000939.html 

○東京都総務局総合防災部連絡先 ：事業調整担当課長 森永  

  〒163-8001 東京都新宿区西新宿2-8-1都庁第一本庁舎 11階南 

                             電話 (03)5321-1111  
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